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研究成果の概要（和文）：みなし仮設住宅居住者を対象に、被災者の観点から住宅再建に関わる要因について分
析した。分析結果より、生活利便性が高く安全なまちを実現し、早期に住宅再建することが重視されていること
がわかった。他方、コミュニティの維持に対する重要度は低かった。これらから、個人移転を促進する施策を充
実させることが一つの解決策となりうる。また、みなし仮設住宅を借上げ公営住宅として被災者が住み続けられ
るような仕組みも必要である。現在の住宅再建プロセスは、復興を長期化させコストがかかり被災者への負担も
大きくなることから、プロセスを柔軟化し、被災者一人一人の事情に応じた住宅再建を可能とするような制度と
施策の検討が必要である。

研究成果の概要（英文）：Factors related to victims’ decisions on how to recover their housing are 
analyzed targeting victims living in apartments rented by governments as shelters. From the 
analysis, convenience for living, safety of the town and speed of recovery are important factors. On
 the other hand, ties of community is not considered important. One solution is to fulfill the 
programs to promote individual settlement. Furthermore, programs to enable victims to continue to 
live in apartments rented by governments as shelters. Thus, legal system and programs to realize 
housing recovery which responds to the condition of each victim by making the housing recovery 
process flexible as the present process takes long time and costs to burden victims.

研究分野： 都市・地域マネジメント

キーワード： 住宅再建　災害復興　恒久住宅　みなし仮設住宅
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
大規模な災害の発生後においては、住宅の

再建は長期化することから、被災者への負担
が大きい。住宅再建に関する住民意向調査が
行われているが、それが効率的な住宅再建を
計画する事につながっているとは言えない。 
住宅再建を効率的かつ効果的に計画する

ためには、被災者の住宅再建ニーズを把握す
る必要がある。そのためには、被災者の住宅
再建に対する意向を把握する必要がある。そ
こで本研究では、恒久住宅の供給・再建計画
の効率的かつ効果的作成に寄与する情報提
供を目的として、東日本大震災の住宅再建過
程を検証し、被災者の恒久住宅の住宅形態・
居住地選択に関わる要因を分析する。 
 
２．研究の目的 
本研究は、復興施策としての恒久住宅の供

給・再建計画検討への活用を目的として、東
日本大震災の住宅再建プロセスを検証し、恒
久住宅形態・居住地の選択に関する分析を行
う。自宅が被災し、避難所→応急仮設住宅→
恒久住宅へと進む過程で、どのような変遷を
経て、最終的にどのような恒久住宅の形態と
居住地を選択するのかを明らかにする。また、
個々の被災者固有の要因（属性）と被災者を
とりまく環境要因、及び供与される選択肢等
が、住宅形態と居住地の選択に及ぼす影響に
ついても明らかにする。恒久住宅形態と居住
地の選択行動を構造的に理解することで、被
災者の再建における意識と実態をより詳細
に把握することが出来る。さらには、今後発
生が予想される大規模災害の復興における
恒久住宅の供給・再建計画検討への活用につ
いて検討する。 
 
３．研究の方法 
本研究は、東日本大震災における住宅再建

プロセスを調査し、住宅再建における住居形
態・居住地の選択に関する分析を行う。本研
究成果を、大規模自然災害からの復興及び事
前復興における住宅再建施策の検討に活用
することを念頭に、住居形態と居住地の選択
に関わる住民の意識を調査し、どのような要
因が関連しているのかを分析する。分析結果
に基づいて、住宅再建プロセスへの示唆を示
す。 
（１）災害後の住宅再建に関わる情報収集・
整理 
災害後の住宅再建要因に関わる情報の収

集を目的として、過去の災害後の住宅再建に
関わる文献調査や被災者、行政職員、その他
の復興関係者らへのヒアリング調査を行う。
収集した情報を整理し、住宅再建に関連する
要因を抽出する。 
（２）住宅形態及び居住地選択に関する調査 
住宅再建に関する要因分析に使用するデ

ータ収集を目的に、質問紙調査を実施する。
調査対象は、名簿入手が可能な仙台周辺に居
住するみなし仮設住宅住民とする。 

（３）住宅形態及び居住地選択に関する分析 
質問紙調査で収集したデータを用いて、想

定した選択要因の中で特に住宅形態と居住
地の選択に影響を及ぼす要因を分析する。統
計解析手法を用いて分析する。 
（４）住宅再建における示唆 
住宅再建における被災者の意向から課題

を明らかにし、今後の住宅再建に向けた課題
を考察する。 
 
４．研究成果 
（１）住宅再建の要因の抽出 
質問紙調査の設計に先立って仮設住宅の

住民へのヒアリング調査を行い、住宅再建に
おいて重要視されている要因を抽出した。 
①被災者生活再建支援金に加え、自治体ごと
に提供される様々な住宅再建のための支援
金や補助金の手厚さ 
②住宅再建・入居までにかかる時間・スピー
ド 
③居住地の安全性 
④震災前の近隣住民と共に復興・コミュニテ
ィの維持 
⑤手続きや支援制度に関する相談窓口の利
用し易さ 
⑥住宅再建に関わる支援金や補助金を受け
取るための手続きの容易さ 
⑦居住地の通勤、通学、買い物等の生活利便
性 
 
（２）質問紙調査概要 
1)調査概要 
 住宅再建に関する住民意識調査を、東日本
大震災から3年経過した2014年 3月～4月に
かけて実施。 
○調査対象：仙台市内のみなし仮設住宅に居
住する 2,658 世帯（2014 年 3月 1日現在） 
○調査期間：2014 年 3月 14 日～4月 10 日 
○回収率 
・転居済件数：494 件 
・配布・回収方法：郵送 
・回収率：37.0％（802／2167） 
・有効回答数：689 件 
調査票は、仙台市内のみなし仮設住宅に居

住する 2,658 世帯に配布。この内 494 件は既
に転居済みとして、調査票は返送された。回
答を得られた 802 件の内、回答の多くが不明
なものを取り除いた 740 件中、従前の居住地
が福島県と回答したサンプル 49 件、岩手県 2
件を取り除き、従前の居住地が宮城県のサン
プル 689 件を対象とした。すなわち、仙台市
内のみなし仮設住宅に居住する従前居住地
が宮城県内の被災者を対象として分析した。 
2)調査対象者の属性 
回答者の属性は、男女比では女性約 33%、

男性約 66%。年齢別では、最も多かったのが
60 歳代で、次いで 50 歳代、40 歳代の順であ
る。65%が職を持ち、無職の回答者の約 9 割
が年金受給者である。 
従前の居住形態は（表-1）、民間賃貸住宅



が最も多く 46%、次いで持家（1 戸建て）が
41%、持家（集合住宅）が約 4%、公営住宅が
2%で、持家と借家がほぼ半々であった。 

表-1 従前の居住形態 
 
 
 
 
 

 
（３）分析結果 
１）住宅再建に関わる意向に関する分析 
①住宅再建の予定と居住地に関する意向 
被災当時住んでいた場所に戻って住宅再

建を希望するかについては、約 43%が「戻り
たくない」、21%が「戻りたい」と回答した（図
-1）。元の居住地に戻りたい理由としては（図
-2）、「住んでいた場所に愛着があるから」が
最も多く、次いで「周辺環境がよかったから」、
「仕事をするうえで便利だから」、「近隣住民
とともに暮らしたいから」という意見が多い。 
  
 
 
 
 
 
 

 
図-1 被災当時の居住地に戻る意向（n=689） 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-2 元の居住地に戻りたい理由（複数回答） 
みなし仮設住宅である民間賃貸住宅（また

は周辺の民間賃貸住宅）での居住継続を予定
した世帯の理由として最も多かったのは（図
-3）、「仕事をするうえで便利だから」で、次
いで「周辺環境が良かったから」が多かった。
また、「住んでいた場所に愛着が出てきた」
や現在の「近隣住民とともに暮らしたい」と
いう意見もあり、現在のコミュニティへの愛
着も見られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-3 元の居住地に戻りたい理由（複数回答） 
②居住形態に関する意向 
住宅を再建するにあたり、予定・想定して

いる所有形態については、62%が借家、23%が
持家と回答した。元の所有形態とクロス集計
した結果を見ると(表-2)、持家（一戸建て）
所有者の約半数、集合住宅では約 8割が借家
を予定している。民間賃貸住宅賃貸では約 1
割が持家購入を予定している。 
表-2 元の住宅所有形態と予定の住宅形態 
 
 
 
 
 

 
借家と回答した世帯の内、9 割以上が復興

公営住宅への入居を希望している。持家の住
宅再建方法については、「防災集団移転促進
事業に参加しての再建」が最も多く、次いで
「被災当時住んでいた土地に再建」、「個人で
土地を見つけて移転（建設）」が多かった（図
-4）。  
 

 
 
 
 
 
 

 
図-4 予定・想定している住宅再建方法（持家）
（複数回答） 
 
２）住宅再建に関わる要因に関する分析 
住宅再建において判断を左右すると考え

られる7つの要因の重要度について分析した。 
①金銭的な支援の手厚さ：支援金が多くもら
える 
②入居までにかかる時間：早く住まいに入居
できる 
③居住地の安全性：安全性が確認できる 
④震災前の隣近所：震災前の隣近所の人と引
き続き暮らせる 
⑤手続きや支援制度に関する相談窓口：住宅
に関する相談窓口が気軽に利用できる 
⑥手続きの容易さ：住宅取得や入居の手続き
が容易である 
⑦居住地の利便性：通勤・通学・通院・買い
物などが便利な場所に住める 
重要度の各項目の平均を比較すると（表

-4）、最も高かったのは「居住地の利便性(以
下、利便性)」で、「居住地の安全性（以下、
安全性）」、「金銭的な支援の手厚さ（以下、
金銭的支援）」、「入居までにかかる時間（以
下、時間）」「手続きの容易さ」が続いた。重
要度が低い項目は、「手続きや支援制度に関
する相談窓口（以下、相談窓口）」や「震災
前の隣近所（以下、隣近所）」で、最も低い
重要性となった隣近所の項目は特重要度が
低くなった。 
「利便性」、「安全性」、「金銭的支援」、「時

間」、「相談窓口」は、全体的に重要度が高い



傾向を示す一方で、「隣近所」は全体的に重
要度が低い傾向を示した。「相談窓口」につ
いては、重要度に対する評価が二分する結果
となっている。 
表 -4  住 宅 再 建 に 関 わ る 要 因 の 重 要 度
（N=689） 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
（カイ 2 乗検定で P＜0.01） 

次に、要因の重要度について、年齢や収入、
住宅再建予定の違いによって差があるかを
分析した。年齢では差が見られる要因はなか
った。現在の世帯収入では、「住宅に関する
相談窓口が気軽に利用できる」で、収入が低
いほど、重要度が高い傾向が見られた（表-5）。 

表-5 「相談窓口」と世帯収入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（カイ 2乗検定で P＜0.05） 

今後の住宅再建予定の有無や見通しと、要
因の重要度の関係を見ると（表-6、7）、2 つ
の要因において有意な差が見られた。「時間」、
「隣近所」について、既に予定があるか、再
建の見通しがある回答者は重要度が高いと
評価する傾向が見られた。他方、見通しがな
いとした回答者はこれらの要因の重要度が
低いと回答する傾向が見られた。また、今後
の住宅再建予定の有無は世帯収入と関係が
あることがわかった（表-8）。収入 300 万円
以上の回答者で、住宅再建の予定が既にある
か、見通しはあるという回答が多くなる傾向
があるのに対して、300 万円以下の所得層で
は住宅再建の予定も見通しもないという回
答が多くなる傾向が見られた。 
住宅再建の形態と要因との関係について

見ると（表-9,10）、「隣近所」について、持
家を予定している回答者が重要度を高く評

価する傾向があり、「利便性」では、借家を
予定している回答者で重要度が高いと評価
する傾向が見られた。 
被災者の年齢では、要因の重要度に統計的

に有意な差は確認できなかった。 
 

表∸6 「時間」と住宅再建予定・見通し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（カイ 2乗検定で P＜0.01） 

表-7 「隣近所」と住宅再建予定・見通し 

重要 やや重要
あまり重
要でない

重要で
ない

合計

度数 10 20 34 34 98

期待度数 7.1 14.4 27.6 49.0 98.0

総和の % 2.0% 3.9% 6.6% 6.6% 19.1%

度数 11 23 50 68 152

期待度数 11.0 22.3 42.8 76.0 152.0

総和の % 2.1% 4.5% 9.8% 13.3% 29.7%

度数 9 16 36 101 162

期待度数 11.7 23.7 45.6 81.0 162.0

総和の % 1.8% 3.1% 7.0% 19.7% 31.6%

度数 7 16 24 53 100

期待度数 7.2 14.6 28.1 50.0 100.0

総和の % 1.4% 3.1% 4.7% 10.4% 19.5%

度数 37 75 144 256 512

期待度数 37.0 75.0 144.0 256.0 512.0

総和の % 7.2% 14.6% 28.1% 50.0% 100.0%

合計

すでに予定が
ある

明確な予定は
ないが、移転
する見通しは
ある

予定も見通し
もない

仮設住宅と住
んでいる民間
賃貸住宅に住
み続けたい

 
（カイ 2乗検定で P＜0.01） 

表-8 住宅再建予定・見通しと世帯収入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（カイ 2乗検定で P＜0.01） 



 
表-9 「隣近所」と居住形態 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（カイ 2乗検定で P＜0.01） 

表-10 「利便性」と居住形態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（４）考察 
住宅再建の要因に対する重要度の評価結

果から、居住地の利便性の重要度が高く、震
災前の近隣住民と震災後も近くで居住する
ことの重要度は低くなった事が特徴的な結
果となった。仙台市内の比較的利便性の高い
みなし仮設住宅で暮らす被災者が、利便性に
慣れた事により利便性をより重視するよう
になった事も影響している可能性があると
考えられる（2013 年仙台市内のみなし仮設住
宅居住者への聞き取り調査による）。個人の
居住性に関する項目の重要度が高く評価さ
れる方で、震災前の地域コミュニティの重要
度は全体としては低い傾向が見られたが、元
の場所に戻りたいという希望が強い回答者
では、その重要性は高くなる傾向が見られ、
被災者の希望は一様ではないことから地域
の住宅再建方針を一つにまとめるのは難し
いことが裏付けられている。 
被災者の属性と要因の重要度の関係につ

いて考察する。「相談窓口」については、重
要度に対する認識が二分したことから、必要
な人とそうでない人の差がはっきりしてい
ると考えられる。表-5 からも、低所得層が気
軽に相談窓口を利用して住宅再建に取り組
めるような工夫が必要であるといえよう。ま
た、低所得者層では、居住地の利便性のよさ
の重要度が高いと評価されており、仕事面や
生活への負担が震災後さらに大きくなる中
で、どこに居住できるかは生活の再建にも大
きく関わっていると考えられる。 

（５）結論 
 本研究は、みなし仮設住宅居住者を対象と
して、被災者の観点から住宅再建に関わる要
因について調査分析を行った。住宅再建に関
わる要因の重要性は、仕事や子供の学校の問
題に加え、被災後一時的に住んだ場所に愛着
が生まれ、元の居住地、すなわち被災した場
所に戻れない（戻らない）という選択をせざ
るを得ないケースも多くなっている。 
被災後の居住地には、生活利便性が高く安

全なまちが望まれている。他方、復興にかか
る「時間（スピード）」の重要度も高いが、
これらの要素を同時に満たすのは難しい。ま
た、被災前のコミュニティをばらばらにしな
い事を考えると簡単でない。しかしながら、
「コミュニティの近隣住民」に対する重要度
は低く、以前のコミュニティへのこだわりは
強くないことから、コミュニティごとの移転
や復興を優先しなければ、重要度が高いとさ
れた３つの要素をある程度満たすような復
興が可能となるかもしれない。そのためには、
集団移転より個人移転を促進する施策を充
実させることが一つの解決策となる。また、
みなし仮設住宅を借上げ公営住宅として、被
災者が住み続けられるような仕組みも求め
られている。 
被災から→避難所→仮設住宅→恒久住宅

という住宅再建プロセスは、復興を長期化し、
コストがかかる仕組みとなっており、被災者
への負担も大きくなる。住宅再建プロセスを
柔軟化することで、被災者への負担も軽減し
たり短期化したりすることにつながる。プロ
セスの柔軟化のためには、法律の改正や新た
な施策づくりなど多くの見直しが必要とな
るが、被災者一人一人の事情に応じた住宅再
建を可能とするよう制度の枠組みと施策を
検討していかなければならない。 
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